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研究成果の概要（和文）：本研究は、次の3つの調査・分析を統合し、北海道およびアジアのサトヤマモデルを提示し
た。①地域のサトヤマモデルとして、「環境未来都市」に認定されている北海道下川町と取り上げ、その取り組みの歴
史からサトヤマ的資源利用の展開を示した。②北海道におけるサトヤマモデルとして、食料、バイオマスエネルギー、
CO2という観点から都市と農山村の連携関係を考察し、持続的な補完モデルを提示した。③アジアのサトヤマモデルと
して、韓国とマレーシアにおける自然資源循環利用モデルを提示した。

研究成果の概要（英文）：In this study, the following three studies were integrated and the "SATOYAMA" mode
ls of Hokkaido (Japan) and Asia were proposed. (1) Shimokawa town (Hokkaido, Japan) which was designated a
s "Future City" by the Japanese government in 2011 was used as an example of the SATOYAMA model for local 
area, and how the town has utilized woody biomass was studied in the historical viewpoint.  (2) The relati
onships between urban and rural areas in terms of food, energy and CO2 were studied and a sustainable mode
l for "SATOYAMA" in Hokkaido was developed.  (3) The "SATOYAMA" model for Asia was also developed, in whic
h a cyclical utilization of natural-resource was presented featuring Korea and Malaysia.
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

地球温暖化問題や地域社会の崩壊が叫ばれ

ている中、低炭素社会、持続的社会への要望

に向けて、様々な研究がなされているが、そ

れら社会の基礎を成す地域社会を観点とし

た研究はいまだ少ない。低炭素社会および持

続的社会の実現には、地域自身の化石燃料へ

の依存度を大幅に低減した自立社会が不可

欠であり、そのための地域政策に活かす基盤

データを提供する研究が必要である。特に、

北海道は食料（第１次産業）およびバイオマ

スの賦存量や自然環境が豊富に存在するこ

とから、自立的な基盤条件（食料・エネルギ

ー・水・自然生態系など）のポテンシャルを

有しており、第１次産業・自然環境を基盤と

した地域の総合的な連携による低炭素社

会・持続的社会の自立的な地域像として、１

つのモデルと成り得る。そして、このモデル

は、同様な環境にあるアジア地域へ地域自立

モデルとして展開が可能である。 

里山、自然エネルギーなど、地域のポテン

シャルを評価した研究は行われてきたが、大

崎（研究代表者）はさらに、里山的な人間と

自然生態系との共生関係を北海道に取り入

れ、地域連携や人間－自然連携による地域総

合力を評価する研究が必要と考えてきた。ま

た、サトを人間系、ヤマを自然系とする地域

における人間－自然共生システムをサトヤ

マ（カタカナ書き）と定義し、このシステム

に必要な工学的要素とその組み合わせをサ

トヤマ工学として提案した。 

 

２．研究の目的 

本研究は、サトヤマ工学の概念を具現化す

る一つの研究として位置付け、北海道および

アジアの都市と農山村の連携を基本とした

サトヤマモデルを提示する。１次産業を基本

とした食料・エネルギー・環境という視点か

らサトヤマモデルの理念である人間－自然

共生システムを捉え、北海道の地域間連携

（物質・エネルギーの補完化）を明確化する。

そして、地域資源の利用による地域自立構造

と都市と農山村の物質・エネルギー補完構造

を基盤とした普遍的なアジア型サトヤマモ

デルを提示する。 

 

３．研究の方法 

本研究のモデル構築は次の3つの分析から成

された。①地域のサトヤマ的な地域資源利用

の発展事例調査、②北海道における地域間、

都市農山村間の物質・エネルギーの補完構造

分析、③アジアの地域資源循環利用事例調査

である。これらの調査・分析から普遍化した

地域の自立構造と都市・農山村の連携構造を

サトヤマモデルとして提示した。 

 

４．研究成果 

(1) 地域のサトヤマ的資源利用の発展事例 

環境未来都市(2011 年)に認定を受けてい

る北海道の下川町を例として、農山村のバ

イオマス利活用に関する先進的な取り組み

事例と歴史的進化過程を調査し、地域資源

を活かした一つの先進的サトヤマモデルが

示された。 

北海道下川町は、現在、人口約 3600 人、

森林率 88%の農山村であり、高齢化率 36。

5%(2010 年)の過疎化が進む町である（図

1）。 

 

下川町の自然資源の利用に関する進化過程

図 1 北海道下川町の位置 

下川町町勢要覧資料編（2011 年版）より引用 



を＜収奪フェーズ＞、＜循環フェーズ＞、＜

価値化フェーズ＞の3つのフェーズとして整

理した（図 2）。 

＜収奪利用フェーズ：1910～1950 年、外来

型開発産業＞ 

下川町は鉱山と農業、林業で栄えてきた町

であった。しかし、その当時の産業形態は、

その地域の持続性をベースとしたものでは

なく、都市開発や戦争など地域外のニーズの

ために地域の賦存資源を採取し移出する構

造であったため、その資源に係る政策・社会

情勢に大きく左右されるものであった。 

＜循環利用フェーズ：1950～2000 年、循環

型林業、地域資源活用型＞ 

自然資源の利用変化として、下川町の特筆

すべきポイントは、国有林からの森林払い下

げによる町有林の確保であった。下川町の循

環型林業は、法正林の思想にのっとり、年間

50ha の伐採・植林と 60年伐期から 3、000ha

（50ha×60 年）以上の町有林を確保し、繰り

返しの森林施業が可能となる永続的な施業

体系がコンセプトである。また、1982 年より

下川町森林組合は森林資源の自律的な利用

として、木炭事業を開始し、これにより、地

域資源を自律的に利用する手段が大きく高

まった。 

このように、外来型開発産業の失敗の教訓

から、規模は小さいながらも外部要因にあま

り影響されない地域の安定性・強靭性を備え

た地域のための資源利用体系へシフトした

のである。 

＜価値化利用フェーズ：2000 年以降、モデ

ル地域の形成と自然生態系の価値化＞ 

下川町は森林資源の利用価値を高める取り

組みを更に進めている。 

まず、下川町における森林の価値化への取

り組みは、FSC 森林認証の取得(2003 年)に始

まると考えられる。FSC は、木材を生産する

森林の管理とその森から生産される木材、枝

葉等の加工、流通プロセスを認証する国際機

関であり、その認証は森林の環境保全に配慮

し、地域社会の利益にかない、経済的にも継

続的な形で生産された木材に与えられる。下

川町は、北海道で初めてこの認証を取得し、

現在約7、000haの森林が対象となっている。

このように下川町は、脈々と進めてきた循環

型森林経営をFSCという国際認証制度を通じ

て価値化し、この価値化を通じて都市（消費

者）、企業とのつながりを形成する試みがな

された。 

また、下川町は森林の価値を通じた様々な

都市との連携を行っている。下川町の都市・

企業との代表的な連携は、「都市とつながる

森づくり」と称して、①森林づくりパートナ

ーズ基本協定、②プラチナ企業の森協定が挙

げられる。 

このように、下川町は地域資源との関わり

において経験した教訓を生かし、森林という

持続可能な自然資源と共に生きていくこと

を決め、都市との積極的な関わりを持つ持続

的農山村モデルとして進化し続けている。 

 

(2) 北海道における地域間、都市農山村間

の物質・エネルギーの補完構造分析 

北海道における市町村の第一次産業にお

図 2 下川町の自然資源利用の進化過程 



けるバイオマスポテンシャルを評価するた

めに、要素を耕畜林水産業および民生（家庭）

としてコンパートメント化し、それぞれのコ

ンパートメントでの物質・エネルギー産出投

入量により、市町村それぞれの食料・エネル

ギー・CO2の需給ポテンシャル（過不足量、自

給率）を評価した。 

その市町村別での計算結果を基に、北海道

における都市と農村のバイオマスを介した

関係性を整理し、食料、バイオマスエネルギ

ー、肥料および CO2 に関するポテンシャルか

ら都市－農村連携の在り方を考察した。 

北海道における都市と農村の区分は、北海

道総合計画で推進している各市町村の区分

を採用し、中核都市、中核都市群、地域中心

都市、農山漁村地域に分類した。 

図 3～5に、これらの市町村を北海道が定義

する中核都市、地域中心都市、中核都市群、

農山漁村地域に分け、食料とエネルギー、窒

素肥料成分量とリン肥料成分量、地域内総生

産（GRP）と CO2に関する需給差をプロットし

た。これらの図から、バイオマスに関する需

給構造において都市と農村の位置づけが明

確化された。特に、札幌市は他の市町村と別

格の位置づけにあり、北海道のバイオマス循

環よる自給構造を考える上で、札幌市と他の

市町村がどのように補完関係を築くかが非

常に重要となる。 

図 3～5の結果から、次のことが分かった。 

①食料とエネルギーに関して：食料とエネ

ルギーに関する都市と農村の位置づけを見

ると、対極の関係にあることが顕著に示され、

都市の農山漁村地域への依存構造が明確と

なった。特に札幌市の食料とエネルギーの不

足は北海道の各市町村の中でも際立ってい

る。 

②肥料成分（窒素:N とリン:P）に関して：

農山漁村地域、地域中心都市では、肥料成分

である窒素 Nとリン Pが不足気味であり、中

核都市との対極関係が示された。これは、食

料、バイオマスエネルギーの場合と逆に、中

核都市から農山漁村へ肥料成分を供給する

図 4 肥料 Nと肥料 P 

図 5 GRP と CO2正味排出量 

CO2の正味排出量は，産業・民生・運輸全体を排出側

の対象とした． 

札幌市 

札幌市 

図 3 食料とエネルギー 

エネルギー過不足量は，民生（家庭）＋一

次産業を需要側の対象とした． 



構造が見えてくる。 

③CO2と GRP に関して：CO2の排出量と削減・

吸収量の差と GRP は正の相関をもち、農山漁

村地域と中核都市との対極関係が示された。

つまり、中核都市の生産による CO2 排出過多

は、農山漁村などの森林を中心とする自然環

境により支えることとなる。 

 

(3) アジアの地域資源循環利用事例調査 

①韓国、山林炭素循環村造成モデル 

地域資源利用による地域活性化の観点か

ら、韓国では 2009 年から山林炭素循環村の

造成モデル事業に取り組んでいる。この事業

における山林炭素循環村は、山村振興地域と

して指定された村の中で山林バイオマスな

ど木材利用による地域活性化に相応しい村

が選定され、木質バイオマスボイラーによる

地域熱供給事業などを支援する事業である。

本事業は、先に示した北海道下川町における

木質資源利用と同様の事業であり、韓国にお

いても地域の資源を活用する動向が確認さ

れた。ただし、韓国における林業は日本と比

べ小規模であり、木質バイオマスの賦存量や

林地残材などの利用体制が十分ではないこ

とが問題点として挙げられた。 

②マレーシア、循環型農山村モデル 

JICA の「サバ州を拠点とする生物多様性・

生態系保全のための持続可能な開発プロジ

ェクト（SDBEC）」が、持続的な循環型農山村

の試験的フィールドとして選定している

Tudan 村での調査を行った。Tudan 村は、人

口 437 人、60 世帯の小規模集落であるが、主

として自然農業（堆肥、緑肥も加えない）に

よる陸稲、コーン、野菜類の栽培を行ってお

り、自然共生型農業を営んである村であった。

農業の形態として 2種類あり、一つは傾斜地

林地を伐採する移動式焼畑農業（Swidden 

farming）、その他は畑専用地での自然栽培で

あった。畜産として、豚、鶏、やぎを飼育し

ているが、飼育小屋など無く、放し飼いによ

る飼育であった。その他、小規模であるが、

ティラピアなどの魚の養殖も行われていた。 

Tudan は、昔の日本のサトヤマ的共生社会の

要素を十分に有しており、持続的な農山村モ

デルとして大いに期待できるフィールドで

あると考えられた。作物、野菜を混作し、家

畜飼育や魚養殖でタンパク源を補っており、

人－自然共生を基盤とした、サトヤマ的共生

社会と認定できた。 

 

(4) 都市・農村連携構造からみるサトヤマ

モデル 

太陽エネルギーを駆動源とする自然-人-社

会システムは、分解すると人が社会-自然を繋

ぐ系で、人は社会（[社会-人]）-自然（[自然-

人]）の構成因子でもある。通常西欧では自然

は、人を排除した概念で、自然保全・保護と

は､基本的にいかに人を排除するかが重要な

基本的テーマとなる。これに対して、自然-

人-社会システムを社会（サト）-自然（ヤマ）

として、両要素に人が深く係わるシステムを

サトヤマシステムと呼ぶことにする。この社

会（サト）-自然（ヤマ）の自立的共生的シス

テムが、長期間（数千年にわたり）維持され

る自然条件はかなり限られていて、持続的サ

トヤマシステムは東アジア、東南アジア、そ

して南アジアの一部にほぼ限定されてきた

と考えて良い。 

本研究において、①地域のサトヤマ的な地

域資源利用の発展事例調査、②北海道におけ

る地域間、都市農山村間の物質・エネルギー

の補完構造分析、③アジアの地域資源循環利

用事例調査から普遍化した地域の自立構造

と都市・農山村の連携構造をサトヤマモデル

（図 6）として考察した。 

まず、農村の第一産業は、食料とエネルギ

ーのような生存基盤を都市へ供給する役目

を全面的に担うこととなる。そのためには、

農村の第一次産業生産構造自体を強靭化す

る必要があり、耕畜林水産業それぞれのモザ



イク的な連携構造による物質循環システム

が求められる。その上で、次のような都市と

農村の補完関係が必要となる。 

①有機物・エネルギー補完：農村から都市

への食料・エネルギー供給に対し、都市は第

一次産業の生産基盤を支える有機肥料成分

（窒素、リンなど）を農山漁村へ還元する役

割を持たなければ、持続的な自立構造は成り

立たない。つまり、都市・農村連携の１要素

が「有機物・エネルギー補完」となる。 

②サービス補完：図 5 の GRP と CO2の関係

でも明らかになったように、都市の生産によ

る環境負荷物質は、農村地域の森林などの生

態系により浄化されている。都市は生産活動

を続けるため、農村地域の CO2 吸収や水質浄

化など生態系サービスに依存しなければな

らず、その生態系サービスを保全する役割が

ある。これには、生態系サービスを保全する

ための対価として、都市から農村への人材派

遣やクレジットなどが考えられる。 
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